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個人情報保護の仕組み ～保護と利用のバランス～ 

 

平成 17 年 4 月に「個人情報の保護に関する法律（以下、「保護法」）」が全面施行されて以来、個人情

報の取扱いに対する市民や事業者等の意識は非常に高まりました。 

一方で、個人情報は社会生活の様々な場面で必要なものにもかかわらず、取扱いについて不安や疑問

も多く生じ、中には保護法の定め以上に個人情報の提供を控えてしまう、いわゆる過剰反応といえる状

況も生じています。自治会町内会、民生委員・児童委員、PTA、ボランティアグループなど、個人情報

の取扱いが欠かせない地域活動に携わる団体等からも、この過剰反応に苦慮しているという声が聞かれ

ます。 

個人情報は、上手に使えば顔が見える関係づくりに役立ちます。お互いの顔や名前を知り合うことで、

信頼関係や支え合いが育ち、安心して暮らせる地域社会の実現につながります。 

「個人情報を適正に管理しつつ、上手に利用する。」このための基本的な考え方や仕組みについて、整

理しました。 

 

１ 地域における個人情報の取扱いの課題と市の取組 

 

＜地域から＞ 

                    

 

 

 

 啓発チラシの趣旨 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

孤立を防ぐ地域づくり特別委員会 

平 成 2 5 年 ７ 月 2 2 日

市 民 局

「保護法があるために、地域づくりが進まないのではないか。」 

「自治会町内会名簿等を作るために、個人情報を集めると保護法違反になるのではないか。」

個人情報の保護に関する法律（平成 15 年法律第 57 号）抜粋 

（目的）  

第１条  この法律は、高度情報通信社会の進展に伴い個人情報の利用が著しく拡大していることに

かんがみ、個人情報の適正な取扱いに関し、基本理念及び政府による基本方針の作成その他の 

個人情報の保護に関する施策の基本となる事項を定め、国及び地方公共団体の責務等を明らかに 

するとともに、個人情報を取り扱う事業者の遵守すべき義務等を定めることにより、 

個人情報の有用性に配慮しつつ、個人の権利利益を保護することを目的とする。  

市民局から 

個人情報保護制度に関する正しい理解を促すため、啓発チラシを作成・配布 

○個人情報は上手に使うことで、安心できる地域社会づくりに役立てられること。 

また、自治会町内会活動等の運営のためには、会員情報の把握が必要なこと。 

○個人情報は「保護」するだけでなく、上手に「利用」する“バランスが大切”で

あること。  
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個人情報保護制度に関する本市の取組 

（１）個人情報に関する啓発チラシの配布（平成 25 年２月） 

個人情報保護について、なるべく多くの方に手に取っていただけるよう、制度の趣旨を分かり

やすくまとめたチラシを自治会町内会を通じて班回覧を行うとともに、区役所、地区センター、

地域ケアプラザ、主要駅等で配布しました。 

（２）「市民生活における個人情報保護Ｑ＆Ａ」の配布（平成 18 年 5 月初版、平成 22 年７月改訂）  

 市民の皆様に、個人情報保護制度について正しく御理解いただくために、主な相談事例をまと

めた事例集を自治会町内会に配布するとともに、区役所、地区センター等で配布しました。 

 

２ 個人情報保護制度 

（１）個人情報保護制度の体系 

国
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個人情報取扱事業者
＝5,000人分を超える個人データを扱う事業者

（保護法）

その他の事業者、市民等（保護法）

（保護法）（義務規定なし）

↓
基本理念を尊重し適正に

取り扱うことが必要

自
治
会
町
内
会

民間部門 公的部門

義務規定

基本理念

個人情報は、個人の人格尊重の理念の下に慎重に取り扱われるべき

ものであることにかんがみ、その適正な取扱いが図られなければなら

ない。（保護法第３条）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図１】 

自治会町内会で 

作成・保有する名簿 個人情報保護法における 

基本理念の尊重 

5,000 人分以下の個人情報 

 

適正な利用 

 【参考】 
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（２）個人情報保護制度の意味 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 横浜市における個人情報の取扱い 

 

横浜市では、実施機関※において個人情報を取り扱う事務の届出が 2,000 件を超えており、所管課

によっては大量の個人情報や、秘匿性の高い個人情報を扱っています。 

個人情報に係わる権利利益は、一旦侵害された場合、その回復が大変困難です。このことを認識し、

必要かつ十分な保護措置を講ずる責任があるという観点から、本市では市条例に基づき、適正な取扱

いのための措置を定めています。 

一方、個人情報の有用性に配慮し、必要な個人情報の利用が図られるよう支援することも行政の役

割です。適切な手続をとることで、実施機関が保有する個人情報を、当該実施機関以外に提供するこ

とも可能となります。 

                                                

 ※横浜市個人情報の保護に関する条例（以下、「市条例」）第２条による定義 

実施機関：市長、議長、公営企業管理者、教育委員会、選挙管理委員会、人事委員会、監査 

委員、農業委員会及び固定資産評価審査委員会、規則で定める市の機関並びに市が設立した 

地方独立行政法人（地方独立行政法人法（平成15年法律第118号）第２条第１項に規定する 

地方独立行政法人をいう。）をいう。） 

 

 

過剰な 
情報の取得 

漏えい・改ざん 
ずさんな管理 

本人の同意の
ない提供 

安全な管理 

適法・公正な 
情報の取得 

適正な取扱い

本人が情報の
確認や訂正が
できる仕組み 

不安… 

 

【図２】 

個人情報保護の法令がなかったら 

個人情報保護の法令があると 安心！

保護体制の整備
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実 施 機 関 が 保 有 す る 業 務 情 報 

保有する個人情報を、利用・提供する場合の考え方 

市条例による実施機関の個人情報の取扱い 

あらかじめ定めた目的以外の利用・提供は原則禁止 

市条例第 10 条第１項本文 

実施機関は、保有個人情報を利用目的以外の目的（以下「目的外」という。）のために、当該保有 

個人情報を当該実施機関の内部において利用し、又は当該実施機関以外のものに提供してはならない。 

【図３】 

≪ 例外規定 ≫ 市条例第 10 条第 1 項ただし書第１号～第５号 

ただし、利用・提供できる場合もある 

保有する個人情報が、 

適切に守られている 

適正な手続により、 

利用・提供が可能 

市民の皆様の安心・信頼

①法令等の定めがあるとき 

 （例：災害時要援護者支援事業） 

②本人の同意があるとき、又は本人に提供するとき 

④人の生命、身体又は財産を保護するため、緊急かつやむを得ないと認められるとき

⑤実施機関が公益上特に必要があると認めるとき 

■実施機関外部への提供する場合（横浜市個人情報保護審議会での審議が必要） 

 （例：ひとり暮らし高齢者「地域で見守り」推進事業） 

③出版・報道等により公にされているとき 

個  人  情  報 

（あらかじめ定めた目的のために収集）
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Ａ．「特定の個人の情報」であることを認識できる情報です。 

個人情報保護法に定める「個人情報」とは、生存する個人に関する情報であって、その情報によ

り特定の個人を識別することができるもの（他の情報と容易に照合することができ、それにより特

定の個人を識別することができることとなるものを含む。）をいう、とされています。 

具体的には、氏名、生年月日、住所、性別、電話番号、メールアドレス、家族構成、生活記録、

写真、映像、思想、信条、宗教、病歴・障害、意見などが個人情報となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ．個人情報保護法のルールを守っていれば、適法に行うことができます。 

電話帳や市販の住宅地図など一般に公にされているものから個人情報を収集し、利用目的を通知

又は公表していれば、営業電話やダイレクトメールも適法に行うことができます。 

名簿業者など個人情報を第三者に提供している事業者で、法律の義務規定が適用される事業者

（Ｐ２参照）は、本人から申出があれば情報を削除しなければならないことになっています。 

ただし、架空請求など悪質と思われるダイレクトメールや電話などの場合は、連絡を取ると、逆

にさらなる個人情報や金品などを要求してくる場合がありますので、無視することが一番安全です。 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ．合併など事業承継に伴う提供は、個人情報の第三者提供に該当しません。 

個人情報の第三者提供には、原則として本人同意が必要です。 

しかし、合併など事業承継に伴う個人情報の提供は、本人の同意を必要とする第三者提供には該

当しません。したがって、A 社が個人情報を取得した際の利用目的の範囲内での利用であれば、B

社が利用しても違法ではありません。 

 

Ｑ１．どのような情報が「個人情報」にあたるのですか。 

Ｑ２．自宅にダイレクトメールが届いたり、営業電話がかかってきたりします。

自分の個人情報をどうやって入手したのか不安です。これは違法ではありま

せんか。 

Ｑ３．商品購入のためＡ社に資料請求したところ、Ａ社と合併したＢ社から資料

が届きました。個人情報の取扱いとして問題はないのでしょうか。 
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 個人情報取扱事業者の主な義務  
個人情報取扱事業者とは、5,000 件を超える「個人データ（特定の個人情報を容易に検索できるよう

に構成したデータベースの中の個人情報）」を事業活動に利用している事業者です。営利・非営利を問わ

ず、個人情報保護法の適用を受けます。 

（過去 6 か月以内のいずれの日においても、個人情報の合計が 5,000 件以下の事業者は該当しません。）

※ 個人情報取扱事業者に該当しない場合も、法律の趣旨を踏まえた適切な取扱いが必要です。 

 

●利用目的の特定（第 15 条） 

・「個人情報」を取り扱うにあたっては、利用目的をできるかぎり特定しなければならない。 

●目的外利用の禁止（第 16 条） 

・あらかじめ本人の同意を得ないで、特定した利用目的の達成に必要な範囲を超えて「個人情報」を取り扱

ってはならない。 

●適正な取得（第 17 条） 

・偽りその他不正な手段により「個人情報」を取得してはならない。 

●取得時の利用目的の通知等（第 18 条） 

 ・「個人情報」を取得した場合は、あらかじめその利用目的を公表している場合を除き、速やかに、その利

用目的を、本人に通知し、又は公表しなければならない。 

 ・「個人情報」を本人から直接書面で取得する場合は、あらかじめ本人に対し、その利用目的を明示しなけ

ればならない。ただし、人の生命、身体又は財産の保護のために緊急に必要がある場合はこの限りでない。

●データ内容の正確性の確保（第 19 条） 

・利用目的の達成に必要な範囲内において、「個人データ」を正確かつ最新の内容に保つよう努めなければ

ならない。 

●安全管理措置（第 20 条） 

・「個人データ」の漏えい、滅失又はき損の防止その他の「個人データ」の安全管理のために必要かつ適切

な措置を講じなければならない。 

●従業者・委託先の監督（第 21 条・第 22 条） 

 ・「個人データ」の安全管理が図られるよう、従業者・委託先に対する必要かつ適切な監督を行わなければ

ならない。 

●第三者提供の制限（第 23 条） 

 ・次の場合を除き、あらかじめ本人の同意を得ないで、「個人データ」を本人以外の者（第三者）に提供し

てはならない。 

① 法令に基づく場合 

② 人の生命、身体又は財産の保護のために必要がある場合で、本人の同意を得ることが困難であるとき 

③ 公衆衛生の向上又は児童の健全な育成の推進のために特に必要がある場合で、本人の同意を得ること

が困難であるとき 

④ 国等に協力する必要がある場合で、本人の同意を得ることにより当該事務の遂行に支障を及ぼすおそ

れがあるとき 

※委託の場合、合併等の場合及び一定事項の通知等を行って共同利用する場合は、第三者提供に該当しない。

●利用目的の通知、開示、訂正、利用停止等（第 24 条～第 27 条） 

 ・「保有個人データ」の利用目的、開示・訂正・利用停止等の手続、苦情の申出先等について、本人の知り

得る状態に置かなければならない。 

 ・「保有個人データ」に係る、開示・訂正・利用停止等について、本人の求めに応じて必要な対応を行わな

ければならない。 

●苦情の処理（第 31 条） 

 ・本人から苦情の申出があった場合は、適切かつ迅速な処理に努めなければならない。 

 ・本人からの苦情を適切かつ迅速に処理するため、苦情受付窓口の設置、苦情処理手順の策定など必要な体

制の整備に努めなければならない。 
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Ａ．個人情報保護法の事業者に対する規定は通常適用されません。 

個人情報保護法に定める義務規定が適用される事業者は、5,000 件を超える個人情報を事業活

動に利用している者のみであるため、5,000 件を超える個人情報を保有していない自治会町内会

やサークル団体は対象外となります。もちろん個人にも適用されません。 

ただし、法律の趣旨を踏まえた適切な取扱いが必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ．自治会町内会の役割（防犯・防災、環境美化、福祉、文化・レクリエーション

活動など）を実現するために、名簿作成が必要であることについて、事実上会員の

理解を求めるスタンスをとることがよいでしょう。 

※ 横浜市では自治会町内会活動を支援するために、補助金の交付等の助成をしています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｑ４．自治会町内会やサークル団体には個人情報保護法が適用されますか。 

Ｑ５．自治会町内会で名簿などを作るときに注意することはありますか。 

 プライバシーの侵害に注意！  

個人情報保護法が適用されない場合でも、次の①～③すべてに当てはまる情報をみだりに漏

らした場合には、いわゆるプライバシー権の侵害として、民法上の不法行為責任や刑法上の名

誉毀損罪に問われる場合があります。 

① 個人の私生活に関する情報 

② 一般の人に知られていない情報 

③ 一般の人の感受性を基準にして通常公開を欲しないと考えられる情報 
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Ａ．事前の案内をするときに告知しておきましょう。 

お祭りなどの各種イベント時に写真を撮り、後日集会所、会報、ホームページなどに掲載する場

合があります。写真に写っている個人の顔も個人情報に該当しますので、取扱いには一定の注意が

必要です。 

撮影や掲載がイベント計画時に分かっているのであれば、イベントを告知する際やイベント会場

で次のような注意書きを付けて周知しておくとよいでしょう。 

 

 

 

ビデオ録画についても、撮影を受けた場合には公表されることを事前に告知しておきましょう。 

また、ホームページへの掲載など不特定の人に対して公にする場合には、撮影にあたって、個々

人の同意を取るか、遠景とするなどの特段の配慮が必要です。 

なお、個人的に撮影し、個人で利用する場合には、周りの人が写ってしまったとしても、公序良

俗に反しない限り問題ありません。 

Ｑ６．イベント時の写真を掲示するときに全員の同意は必要ですか。 

当日（本日）は写真撮影を行います。撮影したものは○○のかたちで公開される予定です。

 自治会町内会で名簿を作成・配付するときのポイント  

１ 利用目的について 

自治会町内会名簿は専ら自治会町内会活動の目的を達成するために利用することを、名簿に記載す

ることもひとつの方法と考えられます。 

 

２ 名簿に載せる項目の限定 

名簿に載せる項目は、氏名・住所・電話番号など、必要最小限にしましょう。 

 

３ 個人情報を取得するときの留意事項 

よき地域社会を作り上げることが自治会町内会の大きな役割であることを理解していただき、病に

倒れている人がいた場合や困っている人がいたときに、名簿などを活用する必要があることを理解し

てもらうことが肝要でしょう。 

 

４ 利用方法のルール 

利用方法のルールについては、自治会町内会活動のために利用することを名簿に記載するのもよい

方法と考えられます。 

 

５ 名簿取扱いのルール 

自治会町内会員の皆様におかれても、セールスなど営業目的のために利用されることのないよう配

慮していただきたい旨、名簿に記載することもひとつの方法でしょう。 
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Ａ．悪用される危険性が高い情報なので、特に厳重に管理することが必要です。 

緊急の場合に備えてひとり暮らしの高齢者の連絡先などを地域で共有することは、災害時に迅速

な支援を行うために効果的ですが、一方でこのような情報は、他の情報に比べて、詐欺や空き巣な

どの犯罪に悪用される危険性が高いので、情報を利用できる人を必要最小限にし、それ以外の人が

利用できないよう特に厳重に管理する必要があります。また、収集の際には本人又は近親者の同意

を取るようにしましょう。 

なお、事故や災害が起こったとき、被害者の家族等への連絡、その他被害者の生命、身体、財産

等を保護するため緊急の必要がある場合には、本人の同意を得ずとも個人情報の利用、提供は可能

です。 

 

 

 

 

 

 

Ａ．カメラ設置の必要性、利用の目的・範囲、管理方法等について、設置する地域

の皆様の意見をお聞きすることが望ましいと思われます。 

防犯カメラについては有用性が認識されている一方で、個人情報やプライバシー侵害等の面で不

安を感じる人もいます。法律や条例の趣旨を踏まえ、カメラ設置の必要性、利用の目的・範囲、管

理方法等について、商店会・自治会町内会・管理組合など設置する地域の皆様の意見をお聞きし、 

可能な範囲で周知することが望ましいと思われます。 

なお、横浜市では「横浜市防犯カメラの設置及び運用に関するガイドライン」を策定しています

ので、参考にしてください。 

●「横浜市防犯カメラの設置及び運用に関するガイドライン」のホームページ 

http://www.city.yokohama.jp/me/shobo/bouhan/bouhanpege.html 

 

 

 

Ｑ７．災害に備えて高齢者などの情報を地域で共有しておきたいのですが。 

Ｑ８．商店会などで防犯カメラを設置するにあたり、気をつけることはありま

すか。 
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 横浜市防犯カメラの設置及び運用に関するガイドライン（抜粋）  
 

※「１ 目的」「２ 定義」「９ 苦情等の処理」「10 運用基準の策定」「11 その他」は省略 

 

３ 管理責任者の指定 

防犯カメラの設置者は、防犯カメラを設置及び運用するにあたって、その適切な管理を図るため管

理責任者を指定するものとする。 

４ 防犯カメラの撮影区域 

防犯カメラの設置及び運用にあたっては、犯罪の予防効果の向上と個人のプライバシー保護との調

和を図るため、撮影区域を必要な範囲に限定するよう努めるものとする。 

５ 防犯カメラの設置の表示 

防犯カメラを設置するにあたっては、設置区域内の見やすい場所に、防犯カメラが設置されている

旨を分かりやすく表示する。 

６ 画像データの保存・取扱い 

画像データが外部に漏れることのないよう、一定のルールに基づき慎重な管理を行うものとする。 

（１）防犯カメラ等の操作担当者の指定 

防犯カメラ設置者は、必要であると判断する場合は、防犯カメラ及びそのモニター又は録画装置

の操作を行う担当者を指定するものとする。その場合、管理責任者及び指定された担当者以外の操

作を禁止する。 

（２）画像データの保存期間 

画像データの漏えい、滅失、き損又は流出等の防止その他の安全管理を徹底するために、保存期

間は短期間とするものとし、おおむね１か月以内で必要な保存期間を決め、不必要な画像データの

保存は行わない。 

（３）画像データ等の厳重な管理 

防犯カメラのモニターや録画装置、画像データを記録した記録媒体（ビデオテープ、ＤＶＤ、ハ

ードディスク等）やパソコンについては、管理責任者や操作担当者等の関係者以外の者が容易に見

通せない場所で厳重に管理し、「８」に定める場合を除き、画像の複写及び加工、外部への持ち出し

は禁止するものとする。 

（４）画像データの消去 

保存期間が終了した画像データは、直ちに消去するものとする。 

また、記録媒体を廃棄する場合は、読み取りが物理的に行えないよう、破砕、裁断等の処理を行

うものとする。 

７ 秘密の保持 

防犯カメラの管理責任者等は、画像データ及び画像から知り得た情報を第三者に漏らしてはならな

い。 

８ 画像データ等の外部に対する提供 

前項の規定にかかわらず、次に掲げる場合には、画像データ及び画像から知り得た情報を第三者に

提供することができるものとする。 

（１）法令等の定めがあるとき 

（２）本人の同意があるとき、又は、本人に提供するとき 

（３）人の生命、身体又は財産を保護するため、緊急かつやむを得ないと認められるとき 

（４）捜査機関から犯罪捜査の目的により要請を受けたとき。ただし、捜査機関が画像データ等の提出

を求めるときは文書によるものとする 
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Ａ．「返却しないこと」は違法ではありません。ただし、トラブルを避けるために「履

歴書その他提出された書類は返却しない旨」をあらかじめ明示しておきましょう。

また、保管・管理は適正に行い、不要となった際には速やかに適正な方法で廃棄し

ましょう。 

不採用となった人の履歴書を、利用目的の範囲内で保有することは違法ではありません。個人情

報保護法では、取得した個人情報の取扱いについて定めていますが、返却については定めていませ

ん。なお、採用試験のための履歴書等の取得は、「取得の状況からみて利用目的が明らかであると

認められる場合（法第 18 条第 4 項第 4 号）」に該当するため、利用目的の明示はしなくてもかま

いません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ．従業員の個人情報も顧客等の個人情報と同様に、個人情報保護法に従って適切

に取り扱うことが必要です。利用目的外に利用したり、第三者に提供したりする場

合は、あらかじめ本人の同意を得ることが必要です。 

従業員の個人情報は、事業遂行のために取得されたものであり、事業目的のために社会通念上合

理性があると認められる範囲内で利用すべき個人情報です。 

したがって、本事例のように、取引先の営業活動に利用する場合は、利用目的外の利用・第三者

提供となりますので、あらかじめ本人の同意を得ることが必要です。また、同意が得られた場合で

も、提供する情報は、住所・氏名などできるだけ基本的な必要最低限の情報に限定することが望ま

しいでしょう。 

なお、雇用関係において事業者が優越的な立場にある場合、事実上同意を強制してしまうことが

起こりがちですので、そのようなことのないように留意する必要があります。 

 

 

 

Ｑ10．取引先から「貴社の従業員に当社の新商品紹介のダイレクトメールを送

りたいので、従業員の住所・氏名を教えてほしい」との依頼がありました。

断りにくいのですがどうしたらよいでしょうか。 

Ｑ９．採用試験で不採用となった人の「履歴書その他提出された書類」は、こ

れまでどおり返却しなくても違法にはなりませんか。 
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Ａ．ホームページへの掲載は、個人情報の第三者提供となりますので、あらかじめ

本人の同意を得ることが必要です。また、個人情報をホームページに掲載すること

が本当に必要なのかどうか、慎重に判断するようにしましょう。 

ホームページに従業員の顔写真等を掲載することは、顧客が親近感・安心感を持ったり、信頼度

が高まるなどの効果が期待できます。 

しかし、インターネットは世界中の人が自由に見ることができ、一度掲載した情報を取得した人

から回収することは、ほぼ不可能といえます。中にはインターネットで取得した情報を悪用して嫌

がらせ等の行為をする人もいるため、本当に個人情報をホームページへ掲載することが必要なのか

どうか、慎重に判断しましょう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ．「人の生命、身体の保護に必要な場合」は、本人の同意が得られないときであっ

ても、必要な範囲で情報提供することができます。 

個人情報は法に定められた場合を除いて、あらかじめ本人の同意を得ないで第三者に提供するこ

とは禁止されています。 

しかし、本事例のように、適切な治療を受けるために必要な情報の提供を医師に求められており、

生徒本人からも、親権者である保護者からも同意を得ることができない場合は、「人の生命、身体

の保護のために必要がある場合であって、本人の同意を得ることが困難であるとき（法第 23 条第

１項第２号）」にあたると考えられます。したがって、担任教師は生徒の健康情報を必要な範囲で

医師に提供することができます。なお、生徒の保護者と連絡が取れ次第、その旨をお知らせするこ

とが大切です。 

Ｑ12．担任をしているクラスの生徒が大けがをし、意識不明になりました。病院

に付き添って行きましたが、生徒の保護者と連絡が取れません。 

医師から、治療に必要な情報として生徒のアレルギーの有無などを尋ねられ

ました。知り得る範囲のことを答えてもよいのでしょうか。 

Ｑ11．会社のホームページに従業員の氏名・顔写真を掲載したいのですが、ど

のような点に注意すればよいでしょうか。 









（※）

※5,000人分を超える個人情報をデータベース化してその
事業活動に利用している民間事業者は、利用目的の通知・
公表や第三者提供の制限など個人情報保護法の規定を守
る必要があります。



孤立を防ぐ地域づくり特別委員会資料

平成 25 年 7 月 22 日

健康福祉局

孤立予防対策として民生委員・児童委員が握っている事業等

1 民生委員・児童委員の基本的な役割

・地域住民に最も身近な相談祁弓三として、地域住民の立場で相談;こ応じます。

・相談内容によむじて必要な支援が受けられるよう、地域の専問機関とのつなぎ役になります。

(1)主な活動

活動の種類 内 同廿『

訪題・連絡 品齢者・障害者・子育て家庭等への訪問・電話連絡等

椙談・支援
布宅福祉、介護保険、健康・保健医療、子育て・母子保健、教育・学校生活、

生活費、仕事、年金、家族関係等

その他
サロン活動等の地域福祉活動、学校行事・地域の行事への参加、

行政等からの依頼等

(2 )民生委員・児童委員の協力が明記されている法律等

協力者 法律等

生活保護法、老人福祉法、身体障害者福祉法、知的障害者福祉法、学校保健安全法

民生委員 施行令、独立行政法人日本スポーツ振興センター法施行令、生活福祉資金貸付け(厚

労省通知)

民生養員
売春肪止法、婦人保護施設の設備及び運営に関する最低基準、児童福祉施設の設寵

=児童護員
及び運営に関する ホームレスの自立の支援等iこ関する基本方針(厚労省・

交省告示)

児童委員 母子及び寡婦福祉法、児童虐待防止法

(3 )横浜市が依頼している主な業務(自IJ紙 1参照)

2 孤立予坊に関連する事業 (別紙2参照)

災害時要援護者支援事業 ひとり暮らし高齢者「地域で見守り」推進事業

圃 高齢者や韓害者等災害が発生した場合 . 民生委員による訪問・相談支援等をき
の対応に臨難を伴うことが予想される方 っかけに、ひとり暮らし高齢者を、地域

(災害時要援護者)について、安否確認、 ぐるみの見守り活動等へつないでいく。

自的 避難支援等の活動ができるよう日頃から
行政が保有する信人槽報を、民生委員

の地域の自 な取組を支援する。
. 
及び地域包括支援センターに提供する

内容 . 自主肪災組織等の希望により、協定締 ことにより、民生委員活動に活かすとと

結等の手続の上、要援護者名簿の提供が もに、民生委員・地域包括支援センタ

可能(間意方式、情報共有方式(条例を -.区役所の三者が連携した取組を推進

根拠にした方式)による情報提供) する。

対象者 災害時要援護者 在宅で 75歳以上のひとり暮らし高齢者

{平常時の取組}

取組
-要援護者との関係づくり、日頃の克守り -民生委員による訪問と状況把撮
-災害時の対応の検討、防災訓練の実誌等 -相談支援や地域の見守り活動へのつなぎ

内容
等[災害時の取組}

-要援護者の安否確認、避難支援 等

(裏面あり)

1 



3 欠員状況

定数 現員数 欠員

合計 男 女

民生委員・克重委員 4，078人 3，980人 1，066 A 2，914人 98人

主任克童委員 520人 506人 44人 462 A 14人

合計 4，598人 4，486人 1，110人 3，376人 112人

(平成25年6月3日現在(r横浜市民生委員推薦会Jで承認された平成25年7月欠員補充を含む))
4 活動支援

( 1) r民生委員先輩委員、主住児童委員 活動ガイドラインJ改訂版発行

発行時期 平成25年5月

配付先 全民生委員・児童委員、各福祉保健課、地域ケアプラザ、各区社会福祉協議会等

内 杏円ゐ『 民生委員・児章委員制度、活動iこ関する疑問への対応策

-活動の様々な場面で活用できるよう頃自数を大幅に増加

特 徴
(改訂前44項目→改訂後 76項目)

-編集に民生委員・児童委員、市社協、区役所担当者が参加し、現場の声を反映

-従来からよくある疑閤について、具体的な対応策を分かりやすく解説

(2 )研修の実施

研修名 対 象

地区会長研修 地区会長

新任地区会長研修 新f壬地IK会長

中堅リーダー養成研修 副会長など地区会長以外のリーダー麗

課題別研修 任期2年以上の民生委員・児童委員

主任児童委員研修 主{壬児童委員

新{壬民生委員児童委員研修 新任民生委員・兇議委員

( 3 )市民への周知

ア r I ~ンフレット j の配付

発行時期 平成25年 5 月 ~6 月

配付先 区・市民生委員児童委員協議会、市内全自治会町内会、各区福祉保健課等

F尽
谷円晶円 民生委員・児童委員制度、活動内容、活動実績等

イ 「広報よこはま区版Jr黒のたよりJによる広報

2 



|別紙1 I 

横浜市から民生委員・児童委員、主任児童委員への主な依頼

横誤市から民生委員・児童委員、主任児童委員に依頼している主な事業は次のとおりです。

1 樟警のある方々の福祉事務

{区独密事業】

・災害時要援護者安苔確認等支譲事業[鶴見区}

・地域での見守り活動[港南亙}

2 高齢者の福祉事務

・ひとり暮らし高齢者 f地域で見守り j推進事業

【区独自事業】

-見守り・定期訪問活動 (65歳以上のひとり暮らし等高齢者)【鶴見区1
・ふれあい訪問 (65歳以上のひとり暮らし高齢者等)【神奈川区]

・熱中症対策事業{高区]

・ケアマネジャーへの連絡事業{港南区}

・あんしん訪問事業(概ね 70歳以上のひとり暮らし高齢者等)【保土ケ谷区}

・地域支えあい事業(65歳以上のひとり暮らし高齢者等)[磯子註}

・青葉ふれあい見守り事業{青葉区]

・熱中症予防啓発事業【青葉区}

・ひとり暮らし高齢者防火安全対策事業{青葉消防署}

・ひとり暮らし高齢者等支援事業[都筑区}

・戸塚区ひとり暮らし熟年世代訪問(65歳以上 75歳未満のひとり暮らしの方)[戸塚区}

・敬老祝品贈呈(101歳以上の方) [戸塚思}

3 児童福祉事務

-児童扶養手当語求時の調査

.STOP・こども虐待 よこはまキャンベーン協力

{区独昌事業〕

-防犯ボランティア【磯子区}

・児童農待関止対策{瀬谷藍]

4 母子福祉事務

・母子寡婦揺祉資金貸付時の調査

5 母子保健事務

・こんにちは赤ちゃん訪問事業

【区独自事業】

・育児教室[金沢区}

-地域育克教室{青葉区}

・わくわく情報コーナー(子育て情報の提供)[青葉区]
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相談支援、
地域の見守
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i情報(名簿)I 
|提供 i 

状況把縫に取り組む
民生委員へ

実i級者iこは事前通知し、事禁煙旨~理
解していただくとともに、紛階It臣否等

の意思表示ができるJf)J聞を設ける

• <>対象者
.在宅のア6歳以上のひとり暮らし高齢者
。液総内容
-民生委員による訪問と状況把握
-栂談支援や、地域の見守り活動へのつなぎ
.情報提供による活動しやすい環境づくり等
。情報提供先
-民生委員'兜護委員、地域包括支援センター
<>情報提供の根拠
-市個人情報保護審議会の承認、民生委員法等

。(主な〉対象者
-災議時!こ自力で避難が図難な高齢
者や隠密苦言等 f要介護高齢者、 1翠
富福祉サーt!:ス利用者等〉
<>取組内容〆{傍}
-災答時!こ備えだ」平時からの
関係づくり、防災訓練実施
-対象者の名簿づくり
-災震時の安否確認、避難支援等
。情報機供先
・1協減の防災組織
〈自治会町内会等〉
。情報提供の根拠J
、ゆ..本人の同意
ゆ:市震災対策条例

.命 晃守り・支えあいを希望する方
〈高齢者・樺審者等)からの宵

こっTこソ、
自力でilli:英障できるかが
心配・
女ふだんからご近所の1J
と顔見知りになれている
と心強いのだけれど・・.
犬家族がいても手助けが
あればありがたい・

貴闘ったことができたら

気絡に相談できる人との
つながりがほしい・
安定期的に子討をかけてくれ

る方がいるとありがたい

し、安心できるのだけれ
ど・.. 

:8自治会町内会、民生護員・児童委員等からの蹄
大日l鋭から見守りなどいろいろな

取組を行っているけれど、
y'U等としてしまっている人がいな
し、カh心酒己・

究対象となるブJを際援するきっかけ
(情報)がもっとあれば・.. . . . 

'"・・・・・・・圃・

• • l蹴で活動する方吋均一日…りl
J じた、見守り・:えい取細川進んでい乙とI

地域の要援護者

孤立しやすい
ひとり暮らし高齢者を対象として
q F察側 司

隠:訟をの取締簿尽き E 
1旨ii??mi



1 民生委員協力員等制疫の実施状況

2 他都市の民生委員協力員等制度

3 新潟市「民生委員協力員の手引きJ

孤立を防ぐ地域づくり特別委員会参考資料

平成 2 5 年 7 月 2 2 日

健 康福祉局



1 民生委員協力員等制震の実路状況

(1 )民生委員協力員等

様々な福祉課題に対応するため、民生委員に期待される役割も増加する中、民生委員
と連携し、その補助的な役割を担う協力者(活動向容はf2他都市の民生委員協力員等
制度」を参照)

(2)指定都市の実路状況(平成25年6月末現在)

制度の有無

札螺市 なし {照会方法】

仙台市 なし 電話又はEメール

"* 新潟市 あり

千葉市 なし

さいたま市 なし

横浜市 なし

J IIIll奇市 なし

相模原市 なし

静鶴市 なし

名古屋市 なし

浜松市 なし

ヲた 神戸市 あり

京都市 なし

大阪市 なし

堺市 なし

岡山市 なし

i玄島市 なし

福田市 なし

北九州市 なし

議本市 なし

【参考}

制度の有無

セ 東京都 あり

神奈川県 なし



2 他都市の民生委員協力員等制度

新混市 神戸市 東京都

名称 畏生委員協力員 民生委員支援員 民生・克童委員協力員

民生委員1人につき1人(必要にttじ 民生委員1人につき1人 地区民児協あたり3人とし、当該区市
て配置することができる。) 町村における定数の範器内で決定。

ただし、複数の地区畏克協が組織さ

配置基準 れている区市町村は、当該区市町村
が定数の範囲内で各地藍畏児協の
定数配分を決定

民生委員数(地区 1，208人(77地区) 2，127人(173地区) 9， 399人(397地区)

民児協数)
※H25.4.1現在

協力者数
18人 36人 221人

※H25.4.1現夜

一人あたり年額12，000F9を本人1=支 一人あたり年額10，000内を本人L支 一人あたり月額4，300円(年額51，600

活動費 給 給 円)を本人に支給

民生委員が活動地区の地域住民か 市民児協理事長の推薦!こ基づき市 区市町村長の推薦1=基づき知事が

委嘱 ら1名を推薦し、市長が委嘱 長が委嘱 委嘱

民生委員の任期の範臣丙で決定(吏 民生委員の住期の範囲内で決定(吏 1年(更萩可)
新司)0 (欠員地区においては、次の 新奇)0 (欠員地区においては、次の

任期 民生委員の補充日まで) 民生委員の補充日まで)

-高齢者・障害者等の要支援者に対 -当該地区内の高齢者・韓害者など 以下を参考に係市町村が定める。
する友愛訪問等の民生委員活動の の要援護者に対して、区域担当が行 -地域において民生委員が連携を
様佐 う友愛訪障や啓発活動、その他、当 関っている機関、団体等との連絡調
-活動状況について、民生委員への 該地区民児協が叡り組む地域活動な 整
連絡・報告・穏談 どの見守り活動の補佐 -予言ぎてサロン、災害対策活動等、民
-活動に必要な打合せ、会議への出 -活動状況について、民生委員への 生委員が食画運堂する各種事業等

主な活動内容(要 席 連絡・報告・相談 への参加

綱より抜粋) -資糞向上のため実施される、必要な -民生委員が協力している学校、高齢
研修への参加 者施設等の行事への参加・訪問
-活動に必要な打合せ、会議への出 -ひとり暮らし高齢者の見守り、通学

窓 路の安全確保等、地域の見守りネツ
トワークへの参加
-地区民見協の運営に関する補助



民生委員・児童委員の活動パートナー

新潟市
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民生委員協力員とは

ノ民生委員協力員の活動について 3 

異変に気づくポイント・・ ・・・ 4

個人構報について 5 

民生委員協力員設置手続き 6 

その他 ...........................7 

制度活用事例ー .......8 

機区役所等連絡先/書式・参考 10 

民生委員協力員とは
命令得@命令命令命令命令。傷。.命傷@縄静電換。..傷..⑩争@命傷電器@電器 @ 

誰もが住みなれた地域で安心して暮らし続けるために、住民同士が支え合う地域づくりが

ポめられています。そうした中、 f常!と住民の立場!こ立って相談にIitiじ、必要な援助を行うJ

民生委員・究議委員(以下I民生寮員Jという。)の役郵が大変護婆になっています。

新潟市では、年々増加するひとり響らし高齢者世帯などを民生委爽1人で担当することが

包難な場合、民生委員以外の地域俊民の協力を得ながら、助け合い支え合うことができる体

制づくりを目的とし、 f民生委員協力異jを援くことができるようにしました。

この手引きは、民生号室員と民生委員協力貨を対象に作成したものです。

どのような翻鹿?

報移民集委員協力員I~、民主主祭員の掲示・指導のもと見守り等の汚動補佐老若行います。

綴民生委員1人につき、1名の民生委員協力演を配寵することができます。

機民生委員はj活動地区の地主主住民か51名を民生委員協力員候補者として推薦できE交渉。

機地区民生委員児護委員協議会会長I~、候祷者の適格性を判断し、適格であった場合、市長

に推薦を行い、市長が委鳴します。

機民生委員協力員は、守秘義務があります。活動よ知り得た個人情報Ia:、漏洩しないよう滋

切に管理していただきまヲ。

基本的な考え方

織あくまで活動の核になるのは、E建生委爽です。

機民生餐策協力量量がE言生委員の活動補佼そ円滑に行うには、相互の連絡体制が遜喜警になり

ます。

機民生委員と民生委員協力員1cJ:::E従関係、では怠く、活動上のパートナーとして連携していた

だくことな期待します。

義務f無理せす、気長に、飽え込ますJを心がけて活動をお願いします。
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機器議関
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[補足}

. 

暗殺地区民生委重量究蜜委員協議会(以下f地区民児協jという。)と1eJ;...

・民生委員i弓土がつながりを持ち、相互に援助し、問題の解決なl8Jる場として、

震生委員法第20粂により組織することが定め5れているもの。

場経地区民生委員党議委員協議会会長(以下 f治産~児協会長j という。)と1ëJ;...

-よ記地区民児協の代表者

場経主任究盤委員と!eJ;...

.~生委員・児璽委認のゆから康生労働大伎の指名寄受i夕、区域宥担当せ渉、

児議梅幸止に関する事項を等専門に担当する委員

2 

民生委員協力員の活動について
畿電器緩務省接選務機 6務総織の電動畿勢線鱗働経議 φ 電務省設建設備織織物線機敏織選議建務省鉄毎易経静等協議参鯵寝静物 納

活動の臆期

機民生委員協力箆!志、銀総委員の担当地区内の見守り等の活動について、

補佐・協力を行います。

受験民生委員は、民生委員協力員と見守り等の活動内容を栂談・調整します。

活動の賄容

機夢見守り活動

見守り対象者のお住まいを訪問し、安否確認や行政機関などからの情報提供を行t.，1ます。 fiD

かけは玄関先を原則にするJf1@の訪問は20分程度とするJなど、E送金祭鎌のアドバイスを

もとにおこなってくだEざし10また、活動を実施した場合は、民生委員ヘ適宜報告を行t.，1ます。

略的活動報告

月毎の活動報告書害者昔、i讃蜜民生委員に提出します。

様式は委機器寺!こお渡しします。

ゆ緊急符の場合

緊急矧こ1eJ;議祭や消防署への通報を行います。

@ め

層重至理D

3 

今後の対応者E行革夜、

地域包括支搬セジター、

各種関係機関と

協綴及び連携



信務 脅訟 総選参偽 場議

地域で見守りを行う際i志、ひとり馨らし寓齢者や、高鈴者のみ世帯などのt世帯を優先して

行います。散歩するときち、見守りを重点的に行う窃宅の前者Eコースに設定すれば、無理なく

見守りが行えま宮。

以下は、地域住民の異変に気づくサイシについて例示しました。

句弘

議決新聞や慾便物がたまってし1たら、何らかの異変を知らせるサインのひとつです。このよう

なととが箆られた5、民生委員ヘ連絡をとって綿談してください。主義なる旅行中のための

留守というケースもありますが、気づきのポイジトになります。

後夜間に屋内の電気がついているか、日中明るいのに怒気がつけっぱなしになっていなし1か

などち契変!こ気づくザインのひとつです。

匂福

婚後援内の怪気と同様!こ、カーテンが鰐8ち路まったまま、夜に主主っても開いたままになってい

たり、洗濯物が数包濁すっと干したままだったりtすれば、異変のサインのひとつです。

受診老人クラフや邸内会の活動や鰻昧サークルなどに参加していたのに、急に参加しなくなっ

た場合ち、異変のサインのひとつです。

森幹認知症の高齢者の方や1繋f導要旨受けている場合、?っと問じ洋服を務ていたり、獲なのに懲

越しているなど挙節に合わ診し1洋服を潜ていたり営ることがあります。

4 

像略語略語絵 鳴動 @ 宅診 亀診 @ 曜巻 物 像 常為 健診争犠 略語

偲人情報保護法や新潟市個人情報保護条例が施行されてから、プライバシー!こ対する意

識が渇くなっており、民生委員をはじめとする地域の見守りにかかわる方々の活動が難しく

なってきています。

民生委員協力策は、民生委員と問機!こ守秘義務が諜せられますが、f悶人犠報を守るため

に、以下についてと留窓ください。

5 
受験偲人情報保護法は、自分の知らないととろで自分の情報が流通宝するととな妨ぐためにあり

ます。行政や民生委員以外の機関等に情報提供する場合、本人からの同意を得るようにし

てください。

り'1議報j鰯F泣いに
議参持戸端会談、レストランなどで支援者の実名をあげ、民生委員と打ち合わせ・・などは絶対

避けなければいけません。打ち合わせをする場所お側人情報を意識して選ぶ必重要があり

ます。

場経家族に対してち、活動で主00得た偲人情報について認すことは巡りてください。

し3 し3
勢多訪罪悪記録者を授えたメモなど、個人情報カt記載されている欝類宅を必繋以上!こ持ち出すのは、
紛失の恐れがあります。実際、他都市てさは民生委員が名簿を紛失したことにより、対象世待

ヘ謝罪に回った事例があります。

機不要になった訪問記録などの個人情報Ia:、細かく破いて破繁してください。

5 



@勧告診翁健診匂宅診毎毎 毎診

民主主委員は、担当地区での活動にお日て、活動機伎の必繋性を感じた際、地区民児協会祭iこ

民生委員協力長設置を要議し、設置を認められた場合は、民生委員協力員候著書者を地区民児

協会長に捻薦します。

{封量出雲露類.新潟務民生重量廃協力量量殺語審議書、璽軍事慈、身分自立明器整局写実、活動手当入金口座趨)

地区民児協会長は、候補者とのお談や必要に応じて地域住渓!こ窓晃聴取を行い、適格性唱を申J

訴します。 (P16 r民生委鼠協力重量殺爾要綱務9条J参照)

地区民児協会長[;J:適格であった場合、区役所ヘ推薦状を提出します。

{縫t臼3書類 新潟市民生委産量協力量電機総務、震誓務、身分証明盛期写蓄電、活動手議入金口座局}

委嘱決定後、区役所担当著苦から地区民児協会長・民生委員・民生委員協力箆の3者へと逮総い

たします。議機状なお渡しZするため、民生委員協力員は区役所へお越しください。また、E詩集

委員i志、自治会や邸内会などに民生委員協力員が活動するととを周知していただくようお願

いします。

v謬式については、巻末f様式・参考jを複写し、お使いください。

6 

優勢 建築 銀襲撃券経験礎幹線 φ 儀費曇

%民生委員協力鎌iま民生委員と伺様{之、熊報酬のボランティアの位綴づけですが、新潟市か

ら実費弁償相当額として、年額12.000円の活動費者苦支給じます。なお、支払いは年1回{翌

年度4月)[こ行います。

長ト年度の途φ委臓や辞任があり、在織期闘が会期間に満たない場合[;J:、モE殺した月数に

1.000円な乗じた金額を支払います。

E々建集委員協力員の活動保険むレて、社会福祉法人全国社会福祉協議会のボラシティア活動

保険に加入します。

やそ存続きは、新潟市で一括して行います。

受注活動中の事故があった場合、新潟市街祉部福右上総務課へと連絡ください。

(裕被総務課 025-226-1173) 

考会活動中のケガ、交通事故、熱中症などに注意してくだEざい。

会民生餐員協力演としての活動中は、身分証明惑を携務してください。

ぬ銀行の手緩きゃ支払いの代行など重量a'6に関わる行為[;J:行わなし1でください。

(相談先:あんしんサポート新潟 025-243-4416) 

シ判断に迷う場合は必渉、民生望号重量に相談してください。

7 



録者命題験検索診母島各勢健診崎議機 銭信動得議偽⑬

議後制度利用にあたっていくつかの率例を紹介します。

総生機嫌協力鰯

自分が躍しているO自治会は
情報が多く入るが、属してい

ないム忠治会の情報が少なく

活動が大変です。

ム自治会所属の民生委員協力

蝿の活動補佐を艶け、協力体

拐のもと見守り活動が効率的

になりました。

践総務擬協力擬

欠員補充が克つからない地区

のカパーをしていま'?tが、臨

分の担当125:械の支媛ケースが

悶難で、欠員地区の見守り活

動力t難しし可です。

民生議員協力員の活動補伎の

おかげで、欠員地区の見守り

活動力t充実しました。

8 

宅診 毎毎 機命題診場参 建勢奇襲織 稼働偽翁領事毎動機場建動緩急偽物燃建祭場診偽電動 委設 奪事

摺さ議瞳離部おj

一め
担当地区内で宅地造成があ

り、担当世得数が増え、友愛

訪問活動が難しくなってEきま
した。

鶴箆欝露連協均腿

協力員!こ活定額鶴鰐を協力して

ちらうことで、効率的な見守

りがE芸能になり、負担が鞍滅

されました。

麗鯨繋露。騒動~5~語翻の禰朗建t~懇iす段し1新経爵盤欝関野Eざん

新任民生警告員として、引き受

けましたが、地域活動のポイ

ントがわかりません。

前任民生委員から活動を通じ

て活動の補助を受けたいです。

9 

毘生委員活動の引を継ぎを兼

ねた活動の檎助を受けること

で、ボイツトを踏まえた活動

が可能になりました。



議参⑬@勉畿働省診@⑫匂袋善命傷唱儀場協命傷電器傷者説線電島 6都電器縁。命命令。験者接種診命傷。 φ 

区役所等 曙話番号

北区役所 健康稿祉課 025-387・1315

東区役所 保讃課 025圃250-2430

中央区役所保護課 025-223聞7315

江南思役所健議福祉課 025-382-4313 

秋灘区役所健康描祉諜 0250♂5・5665

葡区役所 健麟樽祉課 025-372-6304 

西区役所 健康楢祉課 025附264-7315

西蒲~役所鍵鹿播祉課 0256幽72-8395

描祉部 楢祉総務課 025-226-1173 

唱

選数織機感義務健機 愈命令争犠信奉ゆ毒事修繕駒場事費診命令命傷命句協衛費惨命働省静領事⑨働省接種移 動

次ページより、必要様式をコピーしてお使いください。
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新潟市民生委員協力員推薦書

(あて先)新潟市長

平成年月日

一一一一一地区民生委員児窓委員協議会
会長 ⑩ 

議選重主

新潟市民生委員協力員投擾要綱に2lliづき、当地区民生委員児鼠委員協議会の

民生委員は民生委員協カ員殺燈が必要であり、かっ候補者はi厳格者であると認

め、下記のとおり推薦します。

設燈聖書務者(民生委員)

ふ習がな

氏名
住所

担当地区 電話3番号

告書機年月日 j平成 年 月 日 I j量当t堂書P数

話剣版、

必J1な理由等

民生委員協力員候補者

ふりがな
------・・・・・・・・・ 幽喧畠幽合幽幽喧色創畠司副司旬開聞開帽帽再開明開閉明開開閉開開閉開明開明開閉情---開-----

主毛 ~ 
伎 言詩

生年月日 昭・斗Z 生存 月 呂 性 自リ

主手 齢 )歳 1浴活生駐日-

健康状態 良好・その11也( )織 重量

民生委員
無 有

活動可能

経験墜 時 間

ナ住総理凶

T 

約 世手持

T 

5草 女

1週約 E寺!淘

添付撚童話:宣誓苦手、民生省露漁協力民経用写真(縦 3cmX横 2.4cm) ， I活動手当入金口腹届
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活動手当入金自鹿届

(あて先)新潟市長
平成年月日

~ 

s 哲一一口 三主s 
(あて先)

新潟市長

圏新潟市民生委員協力員として活動を行うにあたり、個人の

人格を尊重し、その身上に関する秘密を守り、人種、信条、

性別、社会的円地によって、差別的な取り扱いをしません。

氏名 r=p 

民生委員協力員活動望者について、下記のとおり振込先口庭を届け出ます。

記

醸活動上知り得た支援者等の個人情報については、新潟市個

人情報保護条例第5条※の規定に基づ、き、適正に管理する

とともに、辞任後においても知り得た個人'情報を守ります。

1.金融機関名

信託銀行・労働金成・燦業協同組合

銀行・信用金康・信用組合

2.支庖名 Z......A 

3.預金区分 ①普通 ②当座

十※新j鶴市個人情報保E韓条例第5~長 1 

1 布民|乱歯車人情報の傑織の擬疑性を!iZ~苦し、自己の翻人情報の溺正な管理に努めるとともに、 1 

1 他人の鰯人情報の取り強いにあたってl説、その権潟利益をi墨書することのないよう努めなければならない. J 

瞳活動上の地位を宗教布教又は政党、政治的目的のために利

用しません。

上記3点について遵守することを誓います。

1I I I I I I I 

平成年月日

l1 I I I I I I I I 
lI I I I I I I I I 

※支f苫名、口座名義人(カナ)が異なると振込ができませんので、ご確認ください。

氏名 盆
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民生委員協力員辞任届

平成if.月 日

(あて先)新潟市長

住所 新潟市

氏名 ⑩ 

布、はこのたび民生委員協力員を隣イ乏したいので、以下のとおり届け出ます。

青半径日 : 平成 年 月 日

苦手任理由:

機認欄:

地区民生委員児童委員協議会会長 氏名 ⑮ 

地区ま目当E室生畳屋 氏la 盛

返却番類:民生委員協力員祇、保有していた偶人情報文芸書など
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新潟市民生長審員協力員殺5重要綱

(趣旨)

声高1条 民生委員児滋告書員(主任児援護主1設を除く。以下「民生委員Jという。)が、社会奉

伎の精神に2毒づき取り組む地域凡守り活動において、品手々増加する 1人暮らし廊齢者世
帯などを民生委員1人で担当することが凶縫な場合、民生委員以外の地域住民の協力を

得ながら、中自主LIこ助け合い支えあうことができる体制をつくり、もって新潟市の地域福

祉を鍛進するため f新潟市民生委員協力負J(以下「協力員j という。)を慨く。

(配霊堂基準)

:li'E2条 民生委員は、担当地区の民生委員活動に協力民を霞くことが必要な場合には、民

生委員1人tこっき協カtl.を1名泣くことができる。

(委嘱)

第3条 協力闘は、民主主義民法第2O~長第 1 項lこ定める各地区の民生委員児滋主主主主協議事会

(以下 l地区民児協Jという。)会長の推薦に基づき、新潟市長が委瞬毒する。

(職務)

第4条 協カ員は、民生委員の活動範閥内において、民生後民と連携し、その指示、指導

のもとに、以下の職務そ遂行する。

(1) 尚齢者・隊がい者等の華客文占護者に対する友習を紡問者事のE完全委員活動を補佐すること。

(2) 活動状況について、 E宅金書委員に対して、連絡・報管・相談を予言iこ行い、かつ、 JJIJに

定める報告惑を定期的に終的ずること。

(3) 活動に必要警な打ち合わせ、会議等に出燃することo

(総務)

声高5;;;長 協力員は、第4粂iこ規定する1総務の遂行にあたっては、民生後然法第 15条及び

同法第16条lこ規定されるま事務lこ君主じた総務告と負う。

2 協力上司は、その浴場主において、知り得た傍人情報について、新潟市個人情報係機条例

第5条の規定に基づき適JEに管怒し、その織を退いた後も問機とする。

(任期)

~6 条 協力員の任期は、原則として民生委員の任期の範西内で決定する。

2 再任は妨げない。
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(i舌草1)焚等)

:~fn 条 当該年度iこぞEJ除する協力よ立には、活動笑芸奇弁僚として生存者翼12，000円を支給

する。ただし、主主主主年度において委嶋、角平時号、任期満了、死亡さ事により、その在職期間

が金JVJ悶に満たない協力主主に対する支給額は、復職した月数に 1，000円を乗じて得

た綴とする。この機合において、 1か月に満たない期間t士、切り捨てる。

2 ii活動機は、翌年4月30お亥でに支給する。

(捻潟)

第日条 協カ員のJ笠若者にあたっ・てl士、民生委員が、活動に協カ災投書授が必要だと判断した

場合に、地区民w.協会主要に対し・亡5空機:a:聖書簡し、派別としー亡民5住宅島民の活動範囲内の全!l!

j戎緩住者から、協力員倣術者皆殺 1名推i絡することがでiきる。

2 民生委員欠民地区を代替し-(いる民生委員が、活動に協力民殺俊が必要だと判断した

場合iこ、地区民兇協会長にま定震を爽官脅し、原則として欠員地区を代替している民会委員

の活項目j範邸内の地域居住者から協力主主倹術者ーな 1名推腐することができる。

3 協力主主設置の要務を受けた地区民児協会長i立、民生委員。の活動状況により、協力鼠、重量

援が必要かどうか判断すQo

4 地区民児協会長は協力主主絞援が必要と判断した場合、鉄被者との商談のほか、必要に

応じて地域住民Iこ意見軍事取を行い、協力i気候補者が適格であると判断した場合に、新潟

i1H毛lこ捲線を行う。

m基裕奨件等)
)$9虫色 協力民の持む絡にかかる溺格要件I士、以下とする。

(1) を士会型経仕の精神に留み、人格識見ともに尚く、生活経験が畿衝で、常識があち、社

余裕キ止の活動に理解と熱a蕊:がある者

(2) 原則として、民生告書良の活動範i選内の地域iこ底伎し、地域の実情をよく知り、住民

から気艇に籾露更を受けられる者

(3) 生活が安定しており、健康であって、民生委員活動の繍伎に必要望な時間を割くこと

ができる者

ω 億人の人格を線主主し、人税、俗条、性別、社会的門地によって、慈別的な敬哲扱い
をすることなく捕鯨容を行うことができ、個人の主主主号上、精神上、肉体上の秘密を守

ることができる考

(解献

策 10 ~長 協力貝が以下iこ該当するときは、$;廷は、地区民IJ!I.協会長のJt申iこ務づき、こ

れを角卒瞬還することができる。

(1) 職務の巡行iこ支l獲があり、またはこれに潟えない場合
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(2) 職務を怠り、義務に違反した場合

(3) 協力民たるにふさわしくない非行のあった場合

(4) その他新潟市長が協カ員たるにふさわしくないと認めた場合

(指郷里if.1穿空宇)

声帯11条 協力負が活動するにあたってのお搬盟主怒については以下のとおりとする。

(1) 協力.e3.f土、職務に関し、市長及び地区民党協会長の指締段穏な受ける。

(2) 民生委員は協力員に対して必要な指示、指導そ行い、地区民兇協会長の統緩・指導

を受ける。

(付則)

この華客綱i立、平成24年 10JJl13から庖行する。

{民生委員法抜粋1
第15条民生委員(;:1;、その職務な遂行する!こ当つては、俗人の人格を事審議し、その身上

に関1ずる秘密を守り、人議、信条、性別、社会的身分叉iま門地によって、差別的又は優

先的な取扱なすることなく、昆つ、その処理(;:1;、実情に目。して合理的にζれを行わなけ

ればならない。

第16条民生委員(;:1;、その職務上の地位を政党又は政治的問的のために利用してはな

らない。

2前項の規定に濃反した民生委員は、第11条及び第12条の規定に従l，i鯵樋せられる

ものとする。

第20条 民生委員(e!:、都道附県知事が市長村祭の意見をききいて定める区域ごとに、

浅生委員協議会な組織しなければ怒らない。

[新潟市個人婿毅係機条例抜粋}

第S条 m~(志、個人情報の保護の3重要主性を認識し、自己の他人情報の適切な管理に

努めるとともに、個人情報の取り扱いにあたっては、その権利利滋を侵害警9るζとの

ないようっとめなければならない。
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民生委員・児嚢委員の活動パートナ一

民生委員協力員の手引き

発行:新潟市菊祉部詣祉総務課

〒951-8550

新潟市中央区学校町通1番目J602嗣1

TEL 025-226-1173 
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